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○白岡市情報公開条例施行規則 

平成７年９月２８日 

規則第２３号 

改正 平成１３年２月２６日規則第６号 

平成１４年３月２８日規則第１１号 

平成１７年３月３１日規則第８号 

平成１９年１２月２８日規則第４１号 

平成２４年３月３０日規則第１３号 

平成２５年３月２９日規則第１８号 

平成２６年３月３１日規則第１０号 

平成２８年３月２８日規則第１０号 

令和２年３月３１日規則第１３号 

令和５年３月３０日規則第１３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、白岡市情報公開条例（平成７年白岡町条例第２０号。

以下「条例」という。）第２２条の規定に基づき、市長が管理する市政

情報の公開に関し必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において「課」とは、白岡市行政組織規則（平成２４年

白岡町規則第１３号）第３条第１項に規定する課、会計課、上下水道部

経営課及び同部上下水道課をいう。 

（令２規則１３・令５規則１３・一部改正） 

（市政情報公開請求書の提出） 

第３条 条例第８条に規定する公開の請求は、様式第１号の市政情報公開

請求書を提出して行うものとする。 

（請求書の記載事項等） 

第４条 条例第８条第３号に規定する実施機関が定める事項とは、次に掲

げるものとする。 

（１） 条例第５条第２号に掲げるものにあっては、そのものが市内に

有する事務所又は事業所の名称及び所在地 
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（２） 条例第５条第３号に掲げる者にあっては、その者が勤務する事

務所又は事業所の名称及び所在地並びにその者が有する利害関係の内

容 

（３） 条例第５条第４号に掲げる者にあっては、その者が在学する学

校の名称及び所在地並びにその者が有する利害関係の内容 

（４） 条例第５条第５号に掲げるものにあっては、そのものが有する

利害関係の内容 

（５） 公開の方法の区分 

（市政情報公開決定通知書等） 

第５条 条例第１０条第２項に規定する通知は、次の各号に掲げる区分に

応じ、それぞれ当該各号に定める通知書により行うものとする。 

（１） 公開をすることの決定 様式第２号の市政情報公開決定通知書 

（２） 一部の公開をすることの決定 様式第３号の市政情報部分公開

決定通知書 

（３） 公開をしないことの決定 様式第４号の市政情報非公開決定通

知書 

２ 条例第１０条第４項に規定する通知は、様式第５号の市政情報公開決

定期間延長通知書により行うものとする。 

（市政情報の公開の方法） 

第６条 条例第１１条第１項に規定する市政情報の公開は、当該市政情報

を管理している課が、市長の指定する日時及び場所において、職員の立

会いのもとに行うものとする。 

２ 前項の場合において、市政情報の閲覧又は視聴を受ける者は、当該市

政情報を汚損し、又は破損することがないよう丁寧に取り扱わなければ

ならない。 

３ 市長は、前項の規定に違反し、又は違反するおそれのある者に対し、

市政情報の閲覧又は視聴を中止し、又は禁止することができる。 

４ 市政情報の写しの交付をするときの交付部数は、当該請求があった市

政情報１件につき１部とする。 

（市政情報の写しの作成及び送付に要する費用） 
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第７条 条例第１２条第２項に規定する市政情報の写しの作成及び送付に

要する費用は、別表のとおりとする。 

２ 前項に規定する費用は、前納とする。ただし、市長がやむを得ない理

由があると認めたときは、この限りでない。 

（市政情報の任意的公開の申出等） 

第８条 条例第１４条及び条例附則第３項に規定する任意的公開の申出は、

様式第６号の市政情報任意的公開申出書により行うものとする。 

２ 前項の申出に対する回答は、様式第７号の市政情報任意的公開回答書

により行うものとする。 

（市政情報の検索資料） 

第９条 条例第１５条に規定する市政情報を検索するために必要な資料は、

白岡市文書規程（平成３年白岡町訓令第５号）に規定するファイル基準

表をもってこれに代えるものとする。 

（運用状況の公表） 

第１０条 条例第１７条に規定する運用状況の公表は、次に掲げる事項を

市広報紙又は市公式ホームページに登載することにより行うものとする。 

（１） 市政情報の公開請求の状況 

（２） 市政情報の公開請求に対する決定状況 

（３） 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

（委任） 

第１１条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成８年４月１日から施行する。 

附 則（平成１３年２月２６日規則第６号） 

この規則は、平成１３年４月１日から施行する。 

附 則（平成１４年３月２８日規則第１号） 

この規則は、平成１４年９月１日から施行する。ただし、別表の改正規

定は、同年４月１日から施行する。 

附 則（平成１７年３月３１日規則第８号） 

この規則は、平成１７年４月１日から施行する。 
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附 則（平成１９年１２月２８日規則第４１号） 

この規則は、平成２０年１月１日から施行する。 

附 則（平成２４年３月３０日規則第１３号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２５年３月２９日規則第１８号） 

この規則は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年３月３１日規則第１０号） 

この規則は、平成２６年４月１日から施行する。 

附 則（平成２８年３月２８日規則第１０号）抄 

（施行期日） 

１ この規則は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年３月３１日規則第１３号） 

この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則（令和５年３月３０日規則第１３号） 

この規則は、令和５年４月１日から施行する。 

別表（第７条関係） 

区分 金額 

写しの作成に

要する費用 

電子複写機により作成したもの（白黒） １枚 １０円 

電子複写機により作成したもの（カラー） １枚 ２０円 

上記以外のもの 実費相当額 

写しの送付に要する費用 郵便料金の額 

備考 １枚の紙の両面に複写した場合の写しの作成に要する費用は、２

枚として計算する。 
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様式第１号（第３条関係） 

様式第２号（第５条関係） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第５条関係） 

様式第５号（第５条関係） 

様式第６号（第８条関係） 

様式第７号（第８条関係） 

 


